
総務省関東管区⾏政評価局及び東京⾏政評価事務所は、地震等の⼤規模な災害発⽣時におい
て、⼀時滞在者である訪⽇外国⼈旅⾏者の⼀層の安全を図る観点から、「災害時における訪⽇外国
⼈旅⾏者への情報提供等に関する調査」を実施しました（実地調査︓平成31年4⽉〜令和元年7⽉） 。
鉄道やホテル等を利⽤する外国⼈旅⾏者が安⼼して避難できるよう、⺠間事業者は、多⾔語による
誘導、放送や表⽰板、コミュニケーションカードやフリップ、従業員の⽇常的な声掛け訓練、外国⼈旅⾏
者を想定した避難訓練など、様々な⼯夫を⾏い、災害時に備えています。

令 和 ２ 年 ３ ⽉ ５ ⽇
総務省関東管区⾏政評価局

東京オリンピック・パラリンピック競技⼤会控え
災害時にも 多⾔語への備え進む

※本調査に関する結果報告書等は、下記のホームページに掲載しています。
（関東管区行政評価局）https://www.soumu.go.jp/kanku/kanto.html
（東京行政評価事務所）https://www.soumu.go.jp/kanku/kanto/tokyo.html

＜本件照会先＞
総務省関東管区⾏政評価局
第３評価監視官室 永⽥
（電 話） 048-600-2323
（ＦＡＸ）048-600-2319
（メール）knt12@soumu.go.jp

国 の 機 関 ︓関東運輸局、関東地⽅整備局
地⽅公共団体︓東京都、埼⽟県、新宿区、台東区、さいたま市
事 業 者 ︓空港1、輸送事業者5、

観光施設事業者4、宿泊施設事業者5

調査対象機関



事業者の取組

東京都及び埼⽟県において、
⽇頃から訪⽇外国⼈旅⾏者と接する機会の多い各施設の事業者について、

先進的な取組や独⾃の⼯夫による取組を調査

調査に協力いただいた民間事業者

⺠間事業者について、⽻⽥国際空港→鉄道→観光施設（→鉄道）→宿泊施設という「流れ」をイメージし、訪⽇外
国⼈旅⾏者と直接接する空港事業者、輸送事業者、観光施設事業者等及び宿泊事業者に調査

輸送事業者

輸送事業者
京浜急⾏電鉄
東京モノレール
ＪＲ東⽇本
東京地下鉄

空 港

⽻⽥国際空港
ターミナル

観光施設事業者等
浅草観光連盟
浅草寺
東武タウンソラマチ

宿泊事業者
京王プラザホテル
浅草ビューホテル
ホテルニュー紅陽
浦和ワシントンホテル

訪⽇外国⼈旅⾏者の移動イメージ

空港 観光施設 宿泊施設

輸送

茨城

栃⽊
群⾺

千葉神奈川

新潟

⼭梨

⻑野

東京

埼⽟

⽻⽥
空港✈

●
浅草寺

東京ｽｶｲﾂﾘｰ
●

浦和ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙ 🏨

京王ﾌﾟﾗｻﾞﾎﾃﾙ🏨
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事業者に求められる訪日外国人旅行者への初動対応と平常時の準備制度の概要

また、同ガイドラインでは、災害発生時に訪日外国人旅行者に対する適切・速やかな初動対応を可能とするた
めの平常時の準備として、次のような事項が列挙。

✔ 訪日外国人旅行者対応の組織体制・役割分担の明確化
✔ 訪日外国人旅行者の安否確認手段・方法の確立
✔ 訪日外国人旅行者向け情報入手先の確認、情報提供手段・方法の確立
✔ 地域の避難誘導先の確認
✔ 訪日外国人旅行者向け防災グッズ・非常用備品の準備
✔ 訪日外国人旅行者対応に関する教育・訓練の実施

このほか、災害発生時に活用するメモ・レポートの準備、地域の事業者間での
情報交換なども。

「自然災害発生時の訪日外国人旅行者への初動対応マニュアル策定ガイドライン～観光・宿泊施設の皆さまに
向けて～」（平成26年観光庁）では、災害時に、観光・宿泊施設が取るべき訪日外国人旅行者への初動対応と
して以下のように説明。

地震による揺れが発
生している時

①身の安全の確保を呼び
かける

②落ち着いた行動を呼び
かける

最初の揺れが収まっ
た時

①状況を説明する

②避難誘導する

ひと段落した時

①安否確認を行う

②訪日外国人旅行者から
の問い合わせ対応・情報
提供を行う

地震・津波が発生した際の訪日外国人旅行者への初動対応
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事業者の取組
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①羽田空港から都内へ 【空港、輸送事業者の取組】

駅構内で地震等の災害に遭遇した場合、速やかに最寄りの「避難
場所」まで到達できるよう、改札⼝付近に「災害時の緊急避難場
所」の案内図（4⾔語（⽇英中韓））を掲出 駅員が外国⼈利⽤者と「マンツーマン」で円滑なコミュニケーションを

とるため、「指さし会話帳」（5⾔語（⽇英中(簡体字・繁体字）
韓））を作成

事例集P27︓東京モノレール株式会社

外国⼈利⽤者とのコミュニケーションに役⽴つ
ツールとして、「ご案内おもてなしガイド」（2
⾔語（⽇英））を作成

事例集P25︓京浜急⾏電鉄株式会社

バインダー式で、振替輸送図を、外国
⼈利⽤者の求めに応じ、取り外して⽰
したり、コピーした上で⼿渡しすることも
可能

必要な場⾯ですぐ活⽤することができるよう、制服の内ポ
ケットに差し⽴てるハンディなサイズ。「表紙」は、外国⼈利
⽤者にそのまま⽰し、聞きたい事項を選択してもらう、「指
差し会話」にも利⽤可能

最寄りの緊急避難場所までの案内図を全駅に掲出
（事例集P21︓京浜急⾏電鉄株式会社） 外国⼈利⽤者等への案内や緊急時対応のためのツールを作成



館内放送及び館内のモニターを使⽤して⼤津波警報が発令された
ことを表⽰（4⾔語（⽇英中韓））によりビル内の利⽤者に周知

加えて、平常時から、ターミナル
ビルの1階と2階に「⼤津波避難
案内サイン」を4⾔語で掲⽰

⾸都圏エリアを中⼼として、帰宅困難者・駅滞留者が、⾏政機関
が指定する⼀時滞在施設へ移動するまでの「⼀時滞在場所」とし
て駅施設を提供

「⼀時滞在場所」では、トイレや公衆電話を開放。駅員による案内等による情
報提供のほか、駅構内のデジタルサイネージで、運⾏情報や運転再開状況等
を提供
対応エリアは、東京30km圏内の209駅を想定。これらの駅には、飲料⽔、⾮
常⾷、⽑布等、計約6万⼈分を配備済み

①羽田空港から都内へ 【空港、輸送事業者の取組】
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⼤津波警報の発令時に、迅速な避難を⾏うため多⾔語での放送
や表⽰（事例集P19︓東京国際空港ターミナル株式会社）

⼤規模災害発⽣時に「⼀時滞在場所」となる駅施設で、多⾔語
の案内や情報提供(事例集P30︓東⽇本旅客鉄道株式会社)



メガホン型多⾔語翻訳装置を主要駅に配備。災害発⽣時の外国
⼈旅⾏者の避難誘導にも円滑に活⽤できるよう、駅構内で定期
的に実施している避難訓練等でも使⽤

災害等で急遽列⾞運⾏を⾒合わせた場合、乗務員が、短く分かり
やすい⽂章で、速やかに英語アナウンスができるよう、⽂例集を作成

主な⽤途として、イベント時における混雑緩和対策や輸送障害発⽣時のご案
内等に活⽤しているほか、万⼀、災害が発⽣した場合の避難誘導にもスムー
ズに活⽤可能
平成28年に5台（外国⼈利⽤者の多い浅草駅や明治神宮前駅等）。平
成30年に、さらに32台を追加配備

また、いざという場⾯で、躊
躇なく英語でアナウンスでき
るよう、出勤点呼時に英⽂
を読み上げ

①羽田空港から都内へ 【空港、輸送事業者の取組】
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メガホン型多⾔語翻訳装置を増備し、避難誘導体制を強化
（事例集P31︓東京地下鉄株式会社）

災害時に、乗務員が英語で⾞内放送ができるよう、⽂例集の配
布、点呼時の読み上げ（事例集P12︓東京地下鉄株式会社）



多数の観光客や買い物客が集まる浅草寺、仲⾒世エリアを中⼼
に、災害発⽣時の混乱防⽌を⽬的とし、地域と⾏政が⼀体となっ
た帰宅困難者対応訓練とともに、外国⼈向けの情報伝達訓練等
も実施

毎⽇、朝礼の機会を利⽤し、地震発⽣時や⽕災発⽣時の英語で
の声掛け練習を実施（約20の練習⽂を曜⽇毎に分けて練習）

テナントの従業員についても、毎年2回実施する全館消防訓練の際に、
「地震発⽣時のお声掛け訓練」を実施

②都内での観光 【観光施設事業者等の取組】
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地域の関係機関等が⼀体で、訪⽇外国⼈旅⾏者を想定した防
災訓練を毎年実施（事例集P56︓⼀般社団法⼈浅草観光連
盟、宗教法⼈浅草寺）

災害発⽣時等に備え、⽇常的に、英語での声掛け練習を実施
（事例集P45︓東武タウンソラマチ株式会社）

東⽇本⼤震災をきっかけに開始。
近隣の⽇本語学校と連携し、外国⼈学⽣が
「訪⽇外国⼈旅⾏者役」を担当。
８回⽬となる平成31年３⽉は、約1,000⼈
（うち外国⼈約200⼈）が参加



全館⼀⻫の「総合防災訓練」を毎年3回（⽇中1回、夜間2
回）実施。⽐較的⼤柄な従業員を「外国⼈宿泊客」に⾒⽴てて、
「避難誘導」や「救急搬送」の訓練も実施

また、部署ごとに個別のテーマ（従業員⾃らの発案）を決め、「防
災トレーニング」（1回15分間程度）を昼夜問わず頻繁に実施す
るとともに、「防災トレーニング受講カード」を作成し、従業員が⾼い
取組意識を持ち、トレーニングを繰り返し受講できるよう、⼯夫

③都内での観光後 宿泊場所へ 【宿泊事業者の取組】
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外国⼈宿泊客を想定した防災訓練やスタッフの発意による部署
別防災トレーニング（事例集P58︓京王プラザホテル）

災害発⽣時に、外国⼈宿泊客等をスムーズに避難誘導するため、
独⾃のグッズとして「避難フリップ」（５⾔語（⽇英中韓スペイ
ン））を作成し、全フロアに配備

①「表」には、「避難してください︕避難⼝はこちらです︕」、②「裏」には、「地
震です︕この建物は安全です︕」のメッセージを、それぞれ5⾔語で列記

災害時の誘導⽤に、多⾔語表記の「避難フリップ」を全フロアに配
備（事例集P50︓京王プラザホテル）



令和元年5⽉、飲⾷店や保育所等のテナントも含めた全館消防
訓練に、初めて、「外国⼈宿泊客がいること」を想定して実施

③都内での観光後、宿泊場所へ 【宿泊事業者の取組】
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増加する外国⼈宿泊客を想定した消防訓練を実施
（事例集P62︓浦和ワシントンホテル）

掲⽰板に多⾔語表記の「帰宅困難者⼀時滞在施設マップ」を掲⽰

地震等の災害発⽣時に、外国⼈宿泊客と円滑なコミュニケーション
を図るため、「＜緊急時に役⽴つ!＞携帯コミュニケーションカード」
（5⾔語（⽇英中韓スペイン））を独⾃に作成

9枚のカード（Ａ6サイズ）に複数の質
問事項と回答（選択肢）をそれぞれ
分かりやすいイラストと多⾔語で表記

緊急時の対応⽤に、独⾃の携帯コミュニケーションカードを作成
（事例集P40︓京王プラザホテル）



※ 地⽅公共団体における取組

市内全域に、４⾔語（⽇英中韓）表
記で避難場所への案内表⽰板、誘導
板及び案内図を整備中

○独⾃の多⾔語防災アプリ「台東防災」（５⾔語（⽇英中（簡体
字・繁体字）韓））を配信

○区内の道路に設置の
消⽕器ボックスに５⾔語
（⽇英中（簡体字・繁体字）
韓）で避難場所を案内
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さいたま市 台東区



調査結果を踏まえたまとめ

・ 観光庁は、平成26年10⽉、観光・宿泊施設の事業者に対し、各施設が作成している緊急時の初動対応マニュアルに、
訪⽇外国⼈旅⾏者対応を盛り込む際のガイドラインとして、「⾃然災害発⽣時の訪⽇外国⼈旅⾏者への初動対応マニュアル
策定ガイドライン〜観光・宿泊施設の皆さまに向けて〜」を作成
・ 関東運輸局では、平成30年3⽉、主に観光エリアでの⼤規模災害を想定した「外国⼈旅⾏者を対象とした避難誘導マニュア
ル」を作成

✔ 避難誘導マニュアル等の作成

・ マニュアル等について、事業者の中には、「承知しているもの」がある⼀⽅、「承知していないもの」あり。
・ 「外国⼈旅⾏者の避難誘導を考える上で、参考としている」、「是⾮活⽤してみたいと感じた」とする⼀⽅、 「記載項⽬が多
すぎて、どこを指せばよいのか、双⽅理解するのに時間がかかって使いづらい」等の要望も。

調査結果

・ 観光庁は、平成31年3⽉、「Safety information card」(注)を作成
(注)外三つ折り名刺サイズで、訪日外国人旅行者が、災害発生時を含め、安全・安心に滞在できるよう有用と思われるウェブ
サイト・アプリ等の情報を掲載。3言語（英・中・韓）併記

✔ 情報周知ツールの配布

・ 関東運輸局や地⽅公共団体を通じ、外国⼈観光案内所、地⽅公共団体の窓⼝等に配備
・ 宿泊施設は、滞在時間が⻑いことから、配備先として適当

調査結果
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都県 平成26年 27年 28年 29年 30年 5年間の
増減

茨城県 9 20 22 23 25 16

栃⽊県 16 23 25 27 32 16

群⾺県 11 16 21 29 29 18

埼⽟県 10 16 17 22 23 13

東京都 1,320 1,756 1,806 1,978 2,319 1,000

千葉県 267 350 334 368 412 145

神奈川県 143 216 216 234 275 132

新潟県 14 26 27 32 40 27

⻑野県 66 95 113 129 153 87

⼭梨県 95 125 137 161 196 101

関東管内 1,951
(43.5)

2,643
(40.3)

2,720
(39.2)

3,002
(37.7)

3,505
(37.2) 1,555

全国計 4,482 6,561 6,939 7,969 9,428 4,945

（注）JNTO「訪日外客数のシェア」（2018年）、
平成30年3,119万2千人

(注)1 観光庁「宿泊旅行統計調査」に基づき、当局が作成した。
2 （ ）内は全国計に占める割合である。

（単位：万人泊、％）

都県別外国⼈延べ宿泊者数 国・地域別訪⽇外国⼈旅⾏者数

訪日外国人旅行者数等参考 データ
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